（様式）
安全性試験（見積・試験）依頼書
受付No.　　弊社営業部記載　   
㈱DNP科学分析センター営業部行				　　担当：　　　弊社営業部記載　　
	試験委託者
	住所：〒　
会社名：　

	委託責任者
（計画書承認者）
	所属：　　

	
	氏名：　　
	e-mail：　

	
	Tel：　　　
	Fax：　　

	連絡担当者
（上記委託責任者と異なる場合のみご記入下さい．）

	住所：〒　
会社名：　

	
	所属：　　

	
	氏名：　　
	e-mail：　

	
	Tel：　　　
	Fax：　　

	試験依頼日
	ここをクリックして入力
	被験物質
供給予定日
	ここをクリックして入力

	最終報告書
提出希望日
	ここをクリックして入力
	残余被験物質
の返却 *1
	□ 不要　□ 要


	安全保障貿易（外為法等）に関してご回答お願いします。
当社の報告書又はその一部を海外事業者、海外規制当局、海外大学、海外政府機関等に開示されますか？　▢Yes, ▢No
「Yes」の場合、下記ご記入をお願いします。
需要者等（開示先）：
需要者等住所：


（※□は、該当項目を選択し、■にして下さい．）
	案件名
	

	委託試験
	□ 復帰突然変異試験（Ames試験）
□ in vitro染色体異常試験
□ in vitro小核試験
	□ マウスリンフォーマTK試験
□ その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	前回報告書番号（参照が必要な場合）
	No.　　　　　　　

	GLPの適用
	□ GLP　□ 非GLP

	適用ガイドライン
	□ 化審法　□ 安衛法　□ OECD　 □ 医薬　□ 医療機器　（複数適用可）
□ 簡易試験：ガイドライン準拠しない

	最終報告書部数
	　　部
	報告書英訳
	□ 不要　□ 要（有償）

	届出様式部数
	□ 化審法　　部
□ 安衛法　　部
	報告書の速報
	□ 不要　□ 要

	被験物質の情報 *2
	名称（略称等）						検体数　　　
　・
　・
　・


	被験物質の前処理
	　□ 不要　□ 要 *3
	被験物質（被験液）の分析
	　□ 不要　□ 要 *4

	備考
（その他要望事項）
	


*1　返却先が被験物質の発送元と異なる場合，返却先（住所及び担当者様）を備考欄にご記入下さい．
*2　被験物質の詳細情報等を別紙「被験物質調査書」にご記入願います．（非GLPの場合は、備考欄への記入でも構いません．）
*3　被験物質が高分子化合物等で，試験にて使用可能な溶媒が無い場合，凍結粉砕等の前処理（有償）を行います．
*4　弊社にて分析を実施する場合，分析条件の提示をお願いします．また，費用につきましては別途見積りいたします．
（弊社使用欄）
	試験委託者様→
	分析センター営業部
	担当
	→
	安全性評価研究室／運営管理者

	
	東京　□　千葉　□
大阪　□　宇部　□
名古屋　□
	[bookmark: Text27]     
	
	受付日

[bookmark: Text28]     
	印





受付No. 弊社営業部記載 
被験物質調査書

試験委託者：
記入者氏名 *1)：
記入年月日：
	被験物質の名称
(IUPAC命名法による)
	


	別名（慣用名）
	

	CAS番号
	

	構造式又は示性式
（いずれも不明の場合は、その製法の概要）
	






	試験に供する被験物質の純度(%)
	
	試験に供する被験物質のLot No.
	

	不純物の名称、構造式、
含有率（％）等
	



	分子量
	
	蒸気圧
	

	融点
	℃
	分配係数
	

	沸点
	℃
	常温における性状
	

	安定性
	

（光反応性：　有・無　，加水分解性：　有・無　）
（空気による影響：　有・無　）

	溶媒に対する溶解度等
	溶媒
	溶解度
	溶媒中の安定性

	
	水
	
	

	
	DMSO
	
	

	
	アセトン
	
	

	
	その他（　　　　　　）
	
	

	保管条件
	室温（10～30℃）・冷蔵（2～10℃）・冷凍（-20～-30℃）
遮光・その他（　　　　　　　　　）

	危険有害性情報
	該当項目に☑　願います。
・情報：有, 無　　　（有れば内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・爆発性, 引火性, 刺激性, 悪臭

	その他 *2)
	


*1）薬機法対応試験につきましては署名又は記名捺印したものをご送付下さい
*2）被験物質取扱い上の注意点及び毒性等に関する情報を記入して下さい
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株式会社 DNP 科学分析センター分析・物性評価受委託約款         目的   第 １ 条     本約款は、株式会社 DNP 科学分析センター が 委託者から受託する分析・物性評価（以下本業 務という）を遂行するために必要な、委託者と 当社 の間の基本的な合意事項 になります 。     適用   第２条     委託者及び 当社 は、次条に従い締結される個別 契約によるほか、本約款に従って契約を履行す るものと します。   ２．      前項の場合において、個別契約の定めが本約款 の定めと相違する時は、その部分に限り、本約 款の規定は、適用除外され、または修正された ものとみなします。     個別契約   第３条     本業務の受委託の個別契約は、次の各号の一の 時点で成立するものと します。   （１）     委託者からの 当社 所定の分析測定見積依頼書に 基づき 当社 が見積書を作成の上、委託者に交付 し、委託者がこれを承諾したとき   （２）     委託者からの注文書による申込みに対し、 当社 が受託を承諾したとき     委託料の支払い   第４条     委託料は、原則として、本業務の結果を提供し た後に、見積書における支払い手続きおよび支 払い条件に従い支払われるものと します。     機密保持   第５条     当社 は、本業務の実施に必要と委託者が考える 範囲内において委託者から提供又は開示され た試料及び当該試料に関する技術情報並びに 本業務の結果、その他本業務遂行にあたり知り 得た委託者の営業上、技術上の情報 （以下総称 して「秘密情報」という。）について、委託者の 書面による事前同意なしには、 これらを本業務 以外の目的に使用せず、かつ第三者に開示又は 漏洩しないものと します。 但し、次の各号の一 に該当する秘密情報についてはこの限りでは ありません。   （１）    委託者から秘密情報の提供又は開示を受ける前 に既に 当社 が所有又は取得していたことを立 証し得るもの   （２）    委託者から秘密情報の提供又は開示を受ける前 に印刷物等により既に公知となっていたか又 は当該提供若しくは開示後 当社 の責めによら ず公知となったもの   （３）    委託者から秘密情報の提供又は開示を受けた後、 当社 が委託者に対する秘密保持義務を課され ることなく、正当な権限を有する第三者から合 法的に取得したことを立証し得るもの   ２．     当社 は、委託者から本業務を依頼された事実に ついて第三者に開示、漏洩しないものと します。   ３．     前２項の規定に拘らず、 当社 が本業務の全部又 は一部を第三者に再委託するときには、 当社 は 秘密情報を当該再委託先に開示できます。但し、 当社 は、当該再委託先に対して、 当社 が前項の 規定に基づき負担する義務と同様の義務を負 担させます。   ４．     本条の各規定は、本業務報告書提出後５年経過 するまで有効と します。     結果報告   第６条     当社 は、原則として委託者と協議して定められ た期限内に本業務の結果を報告書として報告 します。   ２．     当社 は別段の定めのない限り、業務報告書の写 しを控えとして作成の上、報告書提出後 3 年間 保管するものと します。   試料・資料などの返却   第７条    当社 は個別契約で定められた本業務の遂行に 使用しなかった残りの試料（試料残り）やお預 かりした資料を、本業務の終了後は速やかに委 託者に返却 します。 なお、観察用等に作製した 加工物の返却は 致しません 。ただし、予め両者 間で処分方法を取り決めた場合は、その方法に よるものと します。     免責   第８条    当社 は天災地変その他 当社 の責に帰すること のできない事由により本業務の遂行が困難に なったときは、これより生じた委託者の損害を 賠償する責めを免れるものと します。   ２．     委託者が本業務の結果を使用して生じたいかな る損害についても、 当社 の本業務の方法に過失 があったと認められる場合を除き、 当社 は一切 責任を負いません。   ３ ．     前項に定める 当社 の本業務の方法に過失があっ たと認められるときは、 当社 は委託者と協議の 上、次ぎに掲げるいずれかの方法により必要な 補償をいたします。   （１）    当社 の費用負担により、依頼された本業務を再 実施 します。   （２）    委託者から支払われた委託料の範囲内で委託者 が蒙った損害を賠償 します。   ４．     当社 は、本業務の結果について、いかなる第三 者の知的財産権にも抵触しないことを保証す るものではありません。     期限の利益の喪失   第９条    委託者または 当社 について、約束手形の不渡り、 任意整理、倒産手続申立その他の支払能力に重 大な影響のある事由が生じたときは、相手方に 対して負う債務についての期限の利益を失い、 直ちに当該債務の全てを相手方に弁済するも のとします。     契約の解約   第 １０ 条   委託者および 当社 は、やむを得ない事情によっ て個別契約の履行が困難な事態が生じたとき は、個別契約を変更または解約することができ ます。ただし、当該事情が自らの責めに帰すべ きものであるときは、相手方に生じた損害を賠 償するものと します。     反社会的勢力の排除   第 １１ 条   委託者および 当社 は、相手方が暴力団、総会屋 その他の反社会的勢力と資金的または人的関 係を有することが判明したときは、何らの通知、 催告をすることなく、委託者と 当社 との間の全 ての契約を解除することができるものとしま す。なお、解除した当事者は、自らに生じた損 害の全てについて相手方に賠償請求をするこ とができるものと します。     協議   第 １２ 条   本約款に定めのない事項または本約款の各条 項に関して疑義が生じた場合には、両者誠意を もって協議の上決定することと します。     以上（ 2025 . 4 改定）  


